
































は所定の曜目の夕方に週 1回、約 1.5 時間、大学
クリニックのプレイルームで行われた。指導者 2 名、












































　②段階 2：第 24 回に導入。目標は、前方の模
造紙ではなく、個別に携帯できるカ ドーに記載する




　③段階 3：第 28 回に導入。反応コストによる減
点方式を、加点減点方式に変更した。目標が望ま
しい行動となり、反応コストよりもトークン強化が必
要になったからである。また、指導者に指示されな
くても参加者が気づいたら、自分でチップを与える
よう教示し、行動生起の自己記録を促した。チップ
0 枚から加減点を始め「ありがとうやどうぞと言う」
はチップ 5枚分、「自分から拍手をする」は4 枚分を
達成基準とした。指導者は虚偽の自己記録がない
よう、適宜各自のカ ドーを副指導者と確認した。目
標遂行の機会を増やすため、チェックタイムを終わ
りの会へ移動させた。
3.　結果と考察
　大学クリニックにおいて、トークンを使って言行
一致を促進する「みんなの目標」手続きは、Aさん
の自己刺激行動と対人スキルを概ね改善した。この
手続きの特徴は、目標の達成基準がトークン数に
よって調整できる点、目標行動の生起を自己記録す
るのでリアクティビティが起こりうる点、目標達成の
進行状況が視覚的に確認しやすい点であった。
　この手続きの効果の背景には、集団を活用した
指導の利点がある。参加者がお互いに自分の目標
を口頭で宣言することは、最終的に言行一致か不
一致かがあからさまになることであり、集団の強化
力を積極的に活用する仕組みとなっていたと言える。
　最後に、本実践の手続きはパッケージとして構成
されていた。どの成分が効果的であったのかは十分
図　参加者Aさんが示した 3 つの目標の反応頻度
に明らかではない。トークンエコノミー 、言行一致、
自己記録いずれがどのように作用しているのか検討
する必要があるだろう。
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